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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第１区分
【発行日】平成21年7月23日(2009.7.23)

【公表番号】特表2008-544237(P2008-544237A)
【公表日】平成20年12月4日(2008.12.4)
【年通号数】公開・登録公報2008-048
【出願番号】特願2008-516297(P2008-516297)
【国際特許分類】
   Ｇ０１Ｈ  17/00     (2006.01)
【ＦＩ】
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【手続補正書】
【提出日】平成21年6月5日(2009.6.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動能力のある送信機構（Ｓ）を有し、送信機構（Ｓ）は励起信号によって励起周波数
（ｆA）の機械的振動に励起可能であり、かつ搬送周波数（ｆT）の搬送信号によって励起
可能な振動能力のある受信機構（Ｅ）に関して、送信機構（Ｓ）が励起状態において搬送
信号を振幅変調し送信機構（Ｓ）の偏位に依存する力を受信機構（Ｅ）に加えるように配
置されている振動測定システム。
【請求項２】
　振動測定システムが、１kHzより低い周波数の機械的振動を周波数選択的に決定するた
めに備えられることを特徴とする請求項１記載の振動測定システム。
【請求項３】
　搬送周波数（ｆT）が励起周波数（ｆA）より大きい請求項１又は２記載の振動測定シス
テム。
【請求項４】
　振動測定システムが搬送周波数（ｆT）の設定のための装置を有する請求項１～３のい
ずれか１つに記載の振動測定システム。
【請求項５】
　受信機構が振幅変調された搬送信号の側波帯に基本的に相応する共振周波数（ｆRE）を
有する請求項１～４のいずれか１つに記載の振動測定システム。
【請求項６】
　受信機構（Ｅ）の共振周波数（ｆRE）が設定可能である請求項５記載の振動測定システ
ム。
【請求項７】
　受信機構（Ｅ）が送信機構（Ｓ）に対する容量性結合を有し、搬送周波数（ｆT）を有
する交流電圧（ＵT）が受信機構（Ｅ）と送信機構（Ｓ）との間に励起可能である請求項
１～６のいずれか１つに記載の振動測定システム。
【請求項８】
　受信機構（Ｅ）及び送信機構（Ｓ）が送信機構（Ｓ）の偏位の二乗の依存関係を有する
容量を共同して発生させるように両機構が形成されている請求項７記載の振動測定システ
ム。
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【請求項９】
　受信機構（Ｅ）及び送信機構（Ｓ）がそれぞれ櫛状構造を有し、両櫛状構造が少なくと
も部分的にかみ合うように配置されている請求項１～８のいずれか１つに記載の振動測定
システム。
【請求項１０】
　受信機構（Ｅ）の櫛状構造に少なくとも部分的にかみ合うように配置された評価櫛状体
（Ａ）が設けられている請求項９記載の振動測定システム。
【請求項１１】
　受信機構（Ｅ）が送信機構（Ｓ）に対する誘導性の結合を有し、搬送周波数（ｆT）を
有する交流電流が受信機構（Ｅ）及び送信機構（Ｓ）の少なくとも一方に加えられ得る請
求項１～１０のいずれか１つに記載の振動測定システム。
【請求項１２】
　振動測定システムが振幅変調された搬送信号のスペクトルにおける成分の増幅のための
増幅器を有し、その成分は基本的に受信機構（Ｅ）の共振周波数（ｆRE）で振動する請求
項１～１１のいずれか１つに記載の振動測定システム。
【請求項１３】
　振動測定システムが振幅変調された搬送信号のフィルタリング及び復調の少なくとも一
方のための評価装置を有する請求項１～１２のいずれか１つに記載の振動測定システム。
【請求項１４】
　振動測定システムが生産手段の持続的な状態監視のために備えられる請求項１～１３の
いずれか１つに記載の振動測定システム。
【請求項１５】
　振動測定システムが振動に敏感な生産プロセスの監視のために備えられる請求項１～１
４のいずれか１つに記載の振動測定システム。
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